
事 業 番 号 3-24-(1) l 朋 -5
米 .I P=○ ~文部科学省 磁器 理科支援員等配置事業

科学技術 .学術政策局 一d 岩等琵琵琶憲 冨雷雲豊富 聯

て一 基盤政策課 平成.9年度 苧腎 等欝

構法第18条第8号 民主党政策集lNDEX2009
ロ直接実施
□業務委託等 (委託先等 : )

=-I..1u 志望豊嘉q宇野 間接〕 (甲助先 =(独)科学技術振興機構 実施主体 =(独)科学技術
□貸付 (貸付先 : )□その他 (. )

･揃 垂ー-i. 2[(9./,7 l 2lB).う6 l機 窯 o(o)/1【※1】 肇 畿 欝 l o.盟)./.2

･ぺやZl ･r510 l 諏言 6[.碧.0.日 漂 慧葉 92.154千円(20年度実横) 搬 l3号憲 ,R

7.3億円 (丑積立金 :6.5億円②業務充実改善 .施設改修等積立金(目的積立金):0.8億円③前中期目標期間繰越積立金 :0.005億円 納付を行うO

･喜ここ ㌻t､ ==三 :; 等に充てるo

pの 十 + 小学校の理科授業における観察 .実旗活動の充実と教員の資質向上を図る○

享;田 l:,: 小学校5.6年の理科授業

/3 研究者 .技術者､大学 (醍)生等の有用な外部人材を､理科支援員や特別講師として､全

国47都道府県 .19政令指定都市の小学校 こ配置し､観察 .実験等の支援や発展的な内容
の特別講義を行う○
(※理科支援員 :観察 .実験等の支援､準備や後片付け､授業の進め方の助言等を実施
※特別講師 :学校からの求めに応じ､発展的な内容の特別講義を実施)

具体的には､本事業は以下のように教育委員会が主体となる実施枠組みになっている.
･(独)科学技術振興機構が都道府県 .指定都市教育委員会と業務委託契約を結び､
･教育委員会が理科支援員等となる人材を発掘の上､非常勤職員として雇用等を行い､
･教育委員会が､小学校からの配置要望等を踏まえ､小学校に理科支援員等を配置する○

平成22年度概算要求額 人件費

-=≡.--I: (運営費交付金のPq2k2冒o百万円 職員構成 (器 禁 是 聴 従事職員数員数)

･三p 0百万円 担当正職員 484t千円 0.l E人

I; - 2.200百万円 臨時職員他 o【千円 O l人■
年 度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 2,000
･ , ,<- 0

慈 H20(決算見込槙) 2,450

メ闘 H21(当初予算) 2,450
H21(補正予算) -

H22概算要求 2,200

【※1】括弧内は現役出向者数であり､外政である｡
【※2】数字は､官庁oBのみの役員報酬耗痕である｡



事業番号 3-24-(1日 ~~x 斗~跳~∧ 汚--
I-,I- ■文部科学省 幾餓 畿葉漂巌 理科支援員等配置事業

科学技術 .学術政策局 ' 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する国民意識の 3迩S字醸成

喜当… 基盤政策課 ㈱ 平成19年度 苧欝 等欝

小学校高学年から､学年が高くなるにつれて理科が好きと答える生徒の割合が減少する傾向にあ
る(平成15年度小.中学校教育課程実施状況調査)○国際平均と比べても､中学2年生の生徒が｢理
科の勉強は楽しい｣と答える割合は低い(国際平均78%､日示59%)(国際数学.理科教育動向調査
(TⅠMSS2007)).一方､小学校の教員の約5割が理科の授業を苦手と感じており､約7割が観察.莱
験についての知識.技能が低いと認識o約7割が準備や片付けの時間が不足していると回答(平成
20年度小学校理科教育実態調査及び中学校理科教師実態調査に関する報告書)○.
このため､研究者.技術者や大学院生等の有用な外部人材を活用して､理科授業こおける観察.
実験活動の充実及び教員の資質向上を図る本事業ま必要である○
また､観察.実験活動の充実を盛り込んだ新学習指導要領が平成21年度より先行実施されてい
ることから､本事業の必要性は更に増している○
【参考:民主党政策集INDEX2009】
<科学技術人材の育成強化>科学の面白さを子どもたちに実感させるため､産業界の協力を得
て､研究者の小中学校への派遣などを行いますo

= =l,.L . -

I; 経済産業省の事業 ｢社会人講師活用型教育支援プロジェクト｣ (平成21年度 :11件)実施地域においては､当該事業を通じて特別講師の候補となる民間企業の人材の紹介を教育委員
会が受け､理科支援員等配置事業により特別 師として､小学校に配置されている○

配置した特別講師数 1人 - 1.ー79 1.562

洲 鹿鮮 l% - 100.0 100.0

∵▲ 独立行政法人科学技術振興機構の中期目標に基づき､中期計画において以下のような目標

を立てて事業を推進しtいる○
○児童の8割以上から､授業内容に奥味を持つたとの回答を得る○
○児童の6割以上から､理科についての学習意欲の向上について肯定的な回答を得るo
○児童の6割以上から､学習内容の理解 こついて肯定的な回答を得るも
○教員の6割以上から､授業の充実について肯定的な回答を得る○
○教員の6割以上から､指導力の向上について肯定的な回答を得る○
平成20年度の実施状況は､下表の ｢成果実績｣の通り､全ての項目において目標値を達
成し､事業の成果が出ていることから､今後とも着実に本事業を実施していく○

【成果指標名】′ 年度実績 .評価 単位 H18年度 ･H19年度 H20年度

児童の8割以上から､授業内容に興味を持つたとの回答を得る○(上段 :理科支援員､下段 :特別講師) % - 76.883.5 85.689.9

児童の6割以上から理科についての学習意欲の向上について肯定的な回答を得 % - 57.1 73.0

る○(上段 :理科支援員､下段 :特別講師) 65.0 76.2

児童の6割以上から､学習内容の理解について肯定的な回答を得る○(上段 :理科支援員､下段 :特別講師) % - 80.281.5 87.488.0

教員の6割以上から､授業の充実について肯定的な回答を得るo(上段 :理科支援員､下段 :特別講師) % - 68.672.7 80.2_71.1

教員の6割以上から､指導力の向上について肯定的な回答を得る○(上段 :理科支援員､下段 :特別講師) 鶴 - 67.877.6 84.485.7

-三幸~=,六主二g 上記の通り､本事業は理科授業における観察 暮実験活動の充実と教員の資質向上に効果が
あがっており､平成21年度より､観察 .実験活動の充実を盛り込んだ新学習指導要領が先

ElYLJ. IL L 行実施されていることから､本事業の重要性まさらに増してきているため､今後とも着実に本事業を実施していく予定○

I.ユーfbI= -

? 平成22年度概算要求において､厳しい財政状況も踏まえ､前年度比2億5千万円減額の



理科支援鼻等配置事業(平成19年度～) 平成22年度概算要求額(平成21年度予算額 2,200百万円2_450胃二万円)

育景 ○小学校高学年から､学年が点くなるにつれ理科が好きと答える割合が減少(小5=74.2%ー中2:58.7%)〔平成15年度小.

中学校教育課程実施状況調査〕※国際平均と比べても､中2の生徒が｢理科の勉強は楽しい｣と答える割合は低い(国際平均78%､日本59,%)〔TIMSS2007〕

○小学校の教員の約5割が理科の寝業を苦手と回答､約7割が観察.宴験についての知識.技能が低いと認識O艶三割蚕 ､
準備や片付けの晴間が不足と回答〔平成20年度小学校理科教育実態調査及び中学校理科教師実態調査に関する報告書〕

【目的】小学校の理科授業における観察,実験蓮動の充実と教員の資質向上.

【概要】研究者.技術者､大学(院)生等の有用な外部人材を､理科支援員や特別講師として､全国47都道府県.19政令
指定都市の小学校(5_6年理科)に配置する

※理科支援員:観察.実験等の支援､準備や後片付け､授業の進め方の助言等を実施
※特別講師:学校からの求めに応じ､発展的な内容の特別講義を実施

<契約先>都道府県.政令指定都市教育委員会､(平成22年度概算:1教委平均32百万円)
<平成22年度配置予定学校数>5,500校 ※全国の小学校総数:2p2.258校(H21)のうち約25%

○理事支援員の配置により､理科の樽業がおもしろいと思うようになった児童:旦亘｣巨塾

○理事支援員の配置により､観察.実験の技術が向上したと思うようになった教員:旦生遡
○特月講師の配置が､教員の理科樟要への輿味.軌 Llを富めたと回答した校長:旦旦｣担

0海科支援員 ぐ高知県) ○大学院修士 1年生 (物質･
環境システム工学コース)
○顕微鏡の操作手順を説明｡

専攻分野である､微生物 ･

酵母の内容をわか りやす く

児童に伝える｡顕微鏡等機

器の操作に詳 しく､教員の

技能も向上｡

○企業関係者 (住宅会社の

技術者)

○地層モデルを活用 して地

層の違いによる建物の揺

れ方の違いを説明 し､子

どもたちは地層と建物が

関係 していることを実感｡
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事 業 番 号 3-24-(2日 揚 粂
･.5㌢タγ.. .=- 部科学省 日本科学未来館事業

科学技術 .学術政策局 さヽ 記等琵琵琶慰 昌雷雲蓋富農 欝

~~賀tJ ･基盤政策課 町 議緊 平成10年度 (平成13年度開 基盤政策課長館) 川端 和明

i.′. -rhi.一一.㊨--◎{=. ,_ヽ 独立行政法人科学技術振興機 科学技術基本計画(平成18年3月28日閣議決定)構法第18条第8号 民主党政策集ⅠN■DEX2009 .
□直種冥施
□業務委託等 (委託先等 : )

.宏 是悪霊震爵 野 間警 (補助先 =(独)科学技術振興機.構 実施主体 =(独)科学技
□貸付 (貸付先 : )ロその他 ( )

…i.昔 -堅.1:i. 2(0)′7 貞義 2(0)′6 0(0)′1 0(0)′2【※1】【.X1】 ※1】 【※1】

ー■ 撤 1,510 0ち &3.0,'- 榔 92,154千 円(20年度美枝) 守 8< 30,465千円(20年度美点)【※2】

∫ .. 国民､特に次代を担う青少年の科学技術に関する興味関心を喚起し､理解を深め､将来の科学技術関係人材の育成に寄与することを目的としている.

最先端の科学技術に関する情報の国内外への発信と交流のための総合的.な拠点である
r日本科学未来館｣を充実 .発展させ､最先端の科学技術に関する取組を先導的に推進○
の最先端の利.挙措術に閏する岸元 .情報の発信

&'+ ●礁 '̂ ○第-線の研究者の構想 .監修による展示物開発
解説
※研究者 .技術者と一般市民とのコミュニケーションを促進する役割を担う人材
○スーパーサイエンスハイスクール (理数教育に重点を置く高等学校)等の学校と連携
し､最先端の科学技術を体験 .学習する棲会を学校教育の中に導入
(包研密の推進 .委流に上る情報の発信
○基礎研究等のための施設を併設し､研究現場を公開
○他の研究機関との連携活動の実施

平成22年度概算要求観 人

(運営費交付金のA,i9)9百万円 概算人件費職員構成 (平均給与×従事職 従事職員数員数)
済 維悶郡野野際 0百万円 担当正職員 484千円01l人
i; .-, 2,299百万円 臨時職員他 OF千円 O I人

年 度 -. ≡.≡ 地 公共団体の裏負担がある 場 合 ､ 概算の総鶴
H19(決算現) 2,8590
H20(決算見込額) 2,830

+ H21(当初予算) 2.358
H21(補正予算) 1,200
H22.枚昇一貴市 2,299

惑翻 " 独立行政法人科 学 技 術 振 興 機 構遷宮要交付金 2,298,944千 円 (推 計 観 )
科学技術に関 す る 国 民 の 関 心 を高めるためにま科学 技 術 に 触 れ 体 験 .学 習 できる機会の拡充

L,n を図ることや､科 学 技 術 を 一 般 国 民に分かりやすく伝え る 人 材 の 養 成 な ど が 重 要 であり､最先端の科学技術に関 す る 情 報 発 信 や 一 般国民への橋渡しを 担 う 人 材 養 成 を 総 合 的 .先 導 的 に推進する日
本科学未来 館 事 業 は 科 学 技 術 の 振興のために必要不 可 欠 な 事 業 で ある o
【参考:民主 党 政 策 集 ⅠNDEX2009】
<科学技術 人 材 の 育 成 強 化 > 科 学の面白さを子ども た ち に 実 感 さ せ る

★ ′･-<≡l-I;- -

蛭.観 ∴丑 :i.I_:';

【※2】数字は､官庁oBのみの役員報 酬 総点 で ある｡



事業番号 3-24-(2)
日本科学未来館

科学技術･学術政策局 科学技術に関する国民意識め
醸成平成10年度(平成13年度開
館)

基盤政策課長
川端 和明

】/ 年度実績･評価
実験教室等開催

独立行政法人科学技術振興機構の中期目標に づき､中期計画において以下のような目
標を立てて事業を推進している｡
○未来館への来館者数70万人/年以上の確保を目指す｡
○来館者への十分なサービスを確保するため､ボランティア活動時間60.000時間/年以上
の確保を目指す｡
○来館者アンケー トを行い､ ｢未来館を知人へ紹介したい｣又は ｢未来館へ再来館した
い｣との回答を得る割合について8割以上を目指す｡
○魅力的な事業展開を行い､未来館に関するメディア取材件数について850件/年以上を目
指す｡
平成20年度の実施状況は､来館者数は91万人 (約半数が18歳以下の子ども)､ボラン
ティア活動時間64,771時間､
い｣94%､メディア取材件当

｢未来館を知人へ紹介したい｣93%､｢未来館へ再来館した
ア取材件数3,218件という成果がでており､今後とも本事業の質を高めて

/ 年度実績 .評価

ボランティア活動時間
未来館を知人へ者呂介したい
未来館へ再来館したい
メディア取材件数

しており､今
その拡大を目指す｡また､全国の科学館の拠点として､制作した展示物の地方科学館への
巡回を進めるとともに､イベント等の民間企業との積極的な共催や民間資金のさらなる活
用を目指す｡

フランスのラ･ビレットの予算は193億円､ドイツのドイツ博物館の予算は51億円であ
り､いずれも国費が投入されているo

第3期科学技術基本計画 (平成18年3月28日閣議決定)においては､科学技術に関する国
民の関心を高めるために､ ｢日本科学未来館をはじめとする科学館 ･博物館等の充実を図
るとともに､その活動を支える職員､科学ボランティア･非営利団体 (NPO)等の人材
の養成と確保を促進する｣こととされている｡また､ ｢研究者等と国民が互いに対話しな
がら､国民のニーズを研究者等が共有するための双方向のコミュニケーション活動である
アウトリーチ活動を推進する｣こととされているo
最近は､各国V IP (チャールズ英国皇太子､マハ ･チャクリ･シリントーン王女 (タ
イ王国王女)､ヘン･サムリン氏 (カンボジア王国国民議会議長)､ポジタル ･ジェー
リッチ氏 (セルビア共和国副首相)､各国大臣･大使 ･議員など)の視察も多く､未来館
の国際的な評価も高まっている｡加えて､未来館を視察し､その活動に感銘を受け名誉館
員になっているノーベル賞受賞者もパチャウリ氏 (気候変動に関する政府間パネル(lPCC)
議長､ノーベル平和賞)､小林誠氏､益Jll敏美氏､小柴昌俊氏､江崎玲於奈氏 (ノーベル
物理学賞)､白川英樹氏､田中耕一氏､野依良治氏 (ノーベル化学賞)など13人にのぼ
る｡また､海外の科学館との連携を強化するとともに､アジアにおける科学虎を先導する
役割を確立 (例 :2008年開館の中国･広東科学センターは､未来館の理念 ･活動を徹底的
に分析して構想)｡
開館以降､ ｢特殊法人等整理合理化計画｣ (平成13年12月間議決定)や ｢規制改革 ･民
間開放の推進に関する第2次答申｣ (平成17年12月規制改革 ･民間開放推進会議)等の行
政改革の流れも踏まえ､効率的な業務運営を進めるために､日本未来館業務の民間委託の
拡大を進めてきた｡現在､毛利館長等の人件費や土地借料､光熱水費等を除くほぼ全ての
事業を一般競争入札により民間に委託しており､平成22年度要求においては､全事業費の
76.7%の委託を想定している｡加えて､更なる経費削減のため､運営業務については､科
学技術広報財団との間において､平成21年度から23年度までの複数年度委託契約を結んで
いる｡これらの結果､平成13年度から平成22年度要求まで､事業予算を約14億円 (3,663百
万円-2,299百万円､▲37%)削減してきている｡
併せて､自己収入の増加のため､入館料 (大人)の2割値上げ (500円-600円)や､施設
利用料金の見直し等も進めており､平成22年度要求においては､開館当初の平成13年度と
の比較で､自己収入は約2.2倍増加 (144百万円-321百万円)している｡
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